






















第 1 章 EU 及びドイツにおける生乳クオータ制度の歴史と現状 
1. はじめに 












（4）アジェンダ 2000（1999 年）、ベルリンサミット（1999 年）と制度変化 


































4. ミルク・パッケージ及び規則 261/2012 の内容 






















































































1. 生乳クオータ制度の概要、農業生産権（production rights）概念の紹介 




























巻 2 号（2012 年）309 頁以下参照。EU における砂糖大根に関する法的規制に関しては、
独立行政法人農畜産業振興機構編『変貌する世界の砂糖需給』（農林統計出版、2012 年）
136 頁以下（脇谷和彦執筆部分）等に記述がみられる。 
2 D. Barthélemy and J. David, “Preface”, in D. Barthélemy and J. David (eds.), 
Production Rights in European Agriculture (Amsterdam: Elsevier, 2001), p. v. 
3 堀口健治「農水産分野の権利取引がもたらす経済厚生及び必要要件に関する理論的・実証

































                                                   
4 最近までの政策の経過等をまとめたものとして、中渡明弘「米の生産調整政策の経緯と動
向」レファレンス 60 巻 10 号（2010 年）51 頁以下、横山英信「米過剰問題・米生産調整
政策の性格の理論的・歴史具体的検討―戸別所得補償モデル対策に関連して―」アルテス
リベラレス 87 号（2010 年）75 頁以下等参照。 























                                                   
6 鬼木甫『電波資源のエコノミクス』（現代図書、2002 年）、湧口清隆「制度設計・経済性
の観点からのコグニティブ無線」電子情報通信学会論文誌 B, Vol. J91-B, No. 11（2009 年）
1332 頁以下、R. Coase, “The Federal Communications Commission”, Journal of Law and 
Economics, Vol. 2, 1959, p. 1f. 等参照。 
7 西藤真一「空港発着枠の配分政策」関西学院経済学研究 32 号（2001 年）45 頁以下、伊
勢尚史「空港発着枠の二次的売買システム―その背景、現状及び課題 英国を例として―」
運輸政策研究 13 巻 2 号（2010 年）24 頁以下等参照。 
8 大塚直『国内排出枠取引制度と温暖化対策―どう法制度設計すべきか―』（岩波書店、2011
年）等参照。 
9 東田啓作「譲渡可能な漁獲割当（Individual Transferable Quotas: ITQs）の効率性に関
する一考察」経済学論究 63 巻 3 号（2009 年）621 頁以下、稲熊利和「水産資源管理をめ
ぐる課題―TAC 制度の問題と IQ 方式等の検討―」立法と調査 312 号（2011 年）101 頁以
下等参照。 
10 島森宏夫＝山田理「オランダの畜産環境対策」畜産の情報海外編 133 号（2000 年）42
頁以下、西澤栄一郎＝大村道明「オランダの新しい家畜糞尿規制―MINAS から施用量基準
へ―」畜産の研究 60 巻 3 号（2006 年）335 頁以下、広岡博之「新しい耕畜連携システム
の構築と今後の展望」畜産の研究 66 巻 1 号（2012 年）157 頁以下等参照。 
11 西澤栄一郎「水質保全対策としての排出取引制度―アメリカの経験から―」農業総合研



































                                                   
12 M. Colangelo, Creating Property Rights -Law and Regulation of Secondary Trading 






























                                                   
13 加藤光一「「農地の自主的管理」と集落営農―長野県上伊那地域の農地管理と「改正農地










































































                                                   
15 小倉武一「農業法（法体制再編期）」鵜飼信成＝福島正夫＝川島武宜＝辻清明責任編集『講
座日本近代法発達史 1』（勁草書房、1958 年）249 頁以下、渡辺洋三「農業関係法（法体制




150 年―1850～2000 年―』（有斐閣、2003 年）、田代洋一『農業・食料問題入門』（大月書
店、2012 年）等を参照した。なお、近年の立法動向に関しては、各年の農業法研究を参照。 
16 後藤靖＝佐々木隆爾＝藤井松一『日本資本主義発達史』（有斐閣、1979 年）183 頁（藤
井松一執筆部分）。 
17 特に小作調停法に関しては、安達三季生「小作調停法（法体制再編期）」鵜飼信成＝福島




































                                                   
18 この時期の米価政策の変遷については、仙田久仁男『農産物価格の論理―戦後米価の法
則的研究―』（近代文芸社、1998 年）参照。 






























                                                   
20 農業構造の目標として、農業就業人口 1000 万人、平均 2 町の専業経営 250 万戸、平均 4
反の安定兼業農家 250 万戸で、戸数 500 万戸、耕地 600 万町等といった数値が示されてい
た（農林漁業基本問題調査事務局監修『農業の基本問題と基本対策―解説版―』（農林統計
協会、1960 年）178 頁）。 
21 農業基本法の立法過程における議論については、農地制度史編纂委員会編集『戦後農地
制度資料』第 7、8 巻（農政調査会、1986 年）等参照。 
22 一連の展開と経過に関して、岩本純明「戦後農政の枠組みと「新基本法」」農業経済研究
71 巻 3 号（1999 年）107 頁以下、拙稿「農業基本法の法運用―「基本法」論序説―」早稲


























                                                   
23 食料・農業・農村基本法の制定過程に関する実証研究として、拙稿「食料・農業・農村
基本法の問題点（1）―立法過程からの考察―」早稲田大学大学院法研論集 131 号（2009
年）53 頁以下、（2）132 号（2009 年）77 頁以下、（3）133 号（2010 年）71 頁以下、（4・
完）134 号（2010 年）45 頁以下参照。 
24 松田裕子「EU 直接支払が構造変化に与える影響分析―文献レビューとドイツ・バイエ
ルン州に関するケーススタディ―」農林水産政策研究所編『行政対応特別研究資料欧米の
価格・所得政策等に関する分析』（農林水産政策研究所、2011 年）37 頁。EU を中心とし
た直接支払い政策の実態に関する包括的研究として岸康彦編『世界の直接支払制度』（農林
統計協会、2006 年）参照。なお、直接支払いに関しても、受給権とその譲渡が問題となる。
2014 年以降の CAP 改革との関連で直接支払い受給権に言及するものとして、増田敏明「次
期 CAP 改革法案―チオロシュ農業委員による公共財供給へのパラダイムシフト―」農林水
産政策研究所編『平成 23 年度欧米の価格・所得政策と韓国の FTA 国内対策』（農林水産政
策研究所、2012 年）15 及び次頁、同「次期 CAP 法案の審議状況―「公共財供給政策」へ
の転換をめぐって―」農林水産政策研究所編『平成 24 年度欧米の価格・所得政策と韓国の
FTA 国内対策』（農林水産政策研究所、2013 年）19 頁参照。 
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たが、19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて、その時々の資本主義の様相に農業を適応させる
政策的道具として成立した農業法は、資本主義の展開における農業の機能上の位置づけの
                                                   
25 A. Swinbank and R. Tranter (eds.), A Bond Scheme for Common Agricultural Policy 
Reform (Wallingford: CABI Publishing, 2004)（塩飽二郎訳『ヨーロッパの直接支払い制度
の改革―証券化を目指して―』（社団法人畜産技術協会、2006 年））、古内博行「直接所得支
払いとボンド・スキーム問題（1）」経済研究 23 巻 1 号（2008 年）47 頁以下、（2）23 巻 2
号（2008 年）15 頁以下、（3）23 巻 3 号 119 頁以下（2008 年）、同「EU 農政におけるボ
ンド・スキーム構想」農業と経済 74 巻 11 号（2008 年）110 頁以下、同「農業分野への介
入・保護とその性質変化」小野塚知二＝栗原哲也編『自由と公共性―介入的自由主義とそ
の思想的起点―』（日本経済評論社、2009 年）155 頁以下参照。 
26 W. Grant, “Book Review for A. Swinbank and R. Tranter (eds.) A Bond Scheme for 
Common Agricultural Policy Reform”, European Review of Agricultural Economics, Vol. 
32, No. 2, 2005, p. 297. また、岩田勝雄「WTO 体制と農業問題」季刊経済理論 46 巻 2 号
（2009 年）17 頁以下も、同様に WTO体制の下で自由貿易が進展する一方で、先進各国に
おいて農業保護政策が進行している事態に注目する。その他に、J. Niemi and J. Kola, 
“Renationalization of the Common Agricultural Policy-Mission Impossible?-”, 
International Food and Agribusiness Management Review, Vol. 8, No. 4, 2005, pp. 








ストがあると分析される（P. Lowe, H. Buller, and N. Ward（安藤光義訳）「次のアジェン
ダは設定されたか？―共通農業政策の第 2 の柱に対するイギリスとフランスのアプローチ





































義への新視角』（昭和堂、2007 年）3 頁以下参照）。 
29 資本主義の展開に伴う法の性質変化に関して、渡辺洋三「現代財産法学の課題」内田力
蔵＝渡辺洋三編『市民社会と私法』（東京大学出版会、1963 年）3 頁以下等参照。 
30 加藤『農業法』前註 15）1 頁。 
31 小林巳智次『農業法』（日本評論社、1938 年）35 頁。 















































































































                                                   
35 小田切徳美「戦後農政の展開とその理論」保志恂＝堀口健治＝應和邦昭＝黒瀧秀久編著



































乳の需給調整と計画生産―欧米諸国と日本の制度―」北海道大学農経論叢 52 集（1996 年）
1 頁以下等。 
38 柘植前註 37）58 頁。 
39 同前 59 頁。 
















                                                   
42 石関良司「最近におけるカナダ酪農の動向と政策」湯沢誠編『農業問題の市場論的研究』





農業経済研究 56 巻 2 号（1984 年）82 頁以下、鈴木敏正「牛乳過剰問題の現段階的性格」
美土路達雄＝山田定市編著『地域農業の発展条件』（御茶の水書房、1985 年）97 頁以下、
矢坂雅充「牛乳の需給調整と流通構造の変化」日本の農業―あすへの歩み―163 号（1987
年）、同「牛乳の不足払い制度と需給調整（1）」経済学論集 54 巻 1 号（1988 年）41 頁以
下、（2・完）54 巻 2 号（1988 年）94 頁以下、川口雅正＝鈴木宣弘＝小林康平『市場開放
下の生乳流通―競争と協調の選択―』（農林統計協会、1994 年）、「特集ウルグアイラウンド







外編 56 号（1994 年）44 頁以下、釘田博文＝東郷行雄「EU における生乳生産クォータの
管理とその移動について」同 64 号（1995 年）72 頁以下、釘田博文＝東郷行雄「EU 牛乳
乳製品市場の動向と市場管理措置」同 76 号（1996 年）69 頁以下、池田一樹＝井田俊二
「CAP2000―EU の酪農乳業政策の改革をめぐる動き―」同 94 号（1997 年）42 頁以下、
和田剛＝小林奈穂美「EUにおける生乳クオータの拡大とその影響」畜産の情報 225号（2008
年）78 頁以下、前間聡＝小林奈穂美「酪農危機打開に向けた欧州委員会の施策―CAP ヘル
スチェック合意以降の動きについて―」同 242 号（2009）84 頁以下、前間聡＝小林奈穂美
「EU 酪農乳業市場の最近の動向」同 258 号（2011 年）57 頁以下、小林奈穂美「欧州の牛
乳乳製品の需給動向―乳業メーカー合併の動きを踏まえた動向―」同 266 号（2011 年）74
頁以下、矢野麻未子「フランス酪農事情―2013 年 CAP 改革および 2015 年クオータ廃止に
向けて―」同 272 号（2012 年）64 頁以下、矢野麻未子「EU における酪農部門の現在と展
望―Eucolait（ヨコレ）会議から―」同 285 号（2013 年）80 頁以下等を参照した。 
45 生源寺真一『現代農業政策の経済分析』（東京大学出版会、1998 年）第 12 章、A. Burrell 
(eds.), Milk Quotas in the European Community (Wallingford; CAB International, 
1989); D. Colman, M. P. Burton, D. S. Rigby and J. R. Franks, Economic Evaluation of 





























                                                                                                                                                     
Manchester, 1998). Burrel の研究は、小林康平監訳・平岡祥孝訳『EC 酪農業における生
乳クオータ制度』（農政調査委員会、1991 年）として部分的に訳出されており、Colman ら
の研究は、農林水産政策情報センター訳『英国ミルククオータ制度の経済的評価（平成 13





究 18 号（1994 年）1 頁以下参照。 
48 数少ないドイツ研究として、クリスティアン・ブッセ（田山輝明訳）「牛乳市場法を背景
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タ制度が導入されたのは 1984 年だが、1970 年代から EC においては生乳の過剰が顕在化
していた49。この生乳過剰という状況は一時的偶然的なものではなく、構造的過剰であった
                                                                                                                                                     
関しては、生乳クオータ取引に注目した研究として、石井圭一「EU 牛乳生産割当の移転と
制度運用―フランスに見る行政介入型の運用例から―」農業経済研究報告 43 号（2012 年）
1 頁以下がある。 
















（Non-Marketing and Herd Conversion Scheme（1977 年）56）、共同責任課徴金制度
（Co-responsibility Levy System（1977 年））、バター消費助成等が試みられた57。 
                                                                                                                                                     
Schindler und W. Wintzer, Wirtschaftslehre-Grundlagen des Agrar- und Zivilrechts, 
Sozialversicherungen in der Landwirtschaft, landwirtschaftliche Steuerkunde, 
Volkswirtschaft, Agrargeschichte und Agrarpolitik, Marktwirtschaft, Marketing für 
Land- und Forstwirtschaft, Buchführung in der Landwirtschaft, Arbeitslehre, 
landwirtschaftliche Betriebslehre-, 13. Auflage, (München: BLV Buchverlag, 2010), S. 
441.）。 
50 松浦利明「EC における牛乳･乳製品過剰問題」農業総合研究 36 巻 1 号（1982 年）2 頁。 
51 「価格の需給調整機能と所得支持機能はトレードオフの関係になり、価格政策の限界が
顕在化する様になる」（同前 22 頁）と指摘される。 
52 B. Gardner（村田武＝溝手芳計＝石月義訓＝田代正一＝横川洋訳）『ヨーロッパの農業政
策』（筑波書房、1998 年）129 頁以下参照。近代酪農の弊害と言われる生乳生産を通じた地
下水汚染のメカニズムについては、A. Heissenhuber, J. Katzek, F. Meusel und H. Ring（四
方康行＝谷口憲治＝飯国芳明訳）『ドイツにおける農業と環境』（農山漁村文化協会、1996
年）56 頁以下参照。 








覚書（マンスホルト提案）（資料）」農林統計調査 19 巻 1 号（1969 年）8 頁以下、後藤康男
解題・阪田彰夫訳「マンスホルト・プラン」のびゆく農業 303-304 号（1969 年）参照。 
56 Regulation 1078/1977, OJ1977, L131/1. and Regulation 1307/1977, OJ1977, L150/24. 
57 松浦前註 50）29 頁以下、M. Cardwell, Milk Quotas-European Community and United 
























 まず、生乳クオータの数量として、各国レベルの総保証数量（Guaranteed Total Quantity）
が定められる。総保証数量は、各加盟国でその年度にどの程度の生乳生産を目標とするの
かを量的に定められたものであり、トン単位で算出される。生乳生産の量的抑制が制度の
主眼であるから、1984 年導入時総保証量は、「各加盟国において 1981 年（暦年）中に生
乳または他の乳製品を処理あるいは加工する企業に出荷された牛乳の合計数量に 1％を加
                                                                                                                                                     
画については、生乳クオータ制度との関係で SLOM クオータの補償問題を引き起こすこと
となった。 
58 Regulation 856/1984, OJ1984, L90/10, Preamble. なお、Regulation 856/1984, OJ1984, 
L90/10及びRegulation 857/1984, OJ1984, L90/13については、是永東彦＝白須敏郎訳「EC
共通農業政策の合理化と牛乳割当制の導入」のびゆく農業 670 号（1984 年）に翻訳が掲載
されている（ここでの引用は 13 頁、以下両規則については翻訳の対応個所を併記する）。 
59 柘植前註 37）16 頁。 
60 他に柘植前註 37）19 頁以下、小林「EU における生乳生産割当制度と酪農業構造の変貌」
前註 37）、生源寺前註 45）265 頁以下、J. Edwards, Milk Quotas Explained (London: RICS 


























ツはこの Formula A を選択した71。Formula B の場合、「牛乳生産者から生乳またはその他
                                                   
61 Regulation 856/1984, OJ1984, L90/10, Art. 1(3).（16 頁）。 
62 Ministry of Agriculture, Fisheries and Food（平岡祥孝訳）「イギリス酪農業におけるク
ォータ制度導入による生産構造の変化」のびゆく農業 779-780（1990 年）46 頁。 
63 Regulation 856/1984, OJ1984, L90/10, Art. 1(4).（17 頁）。制度導入当初は、アイルラ
ンド、ルクセンブルグ、イギリスに配分されたとされる（柘植前註 37）20 頁）。 
64 Regulation 857/1984, OJ1984, L90/13, Art. 4(1)(a).（23 頁）。 
65 Ibid., Art. 3(2).（22 頁）。 
66 Ibid., Art. 3(3).（22 頁）。 
67 Ibid., Art. 4(1)(c).（23 頁）。 
68 なお、これらの措置に用いられる生乳クオータは共同体留保分から引き出される（Ibid., 
Art. 5.（23 頁））。 
69 Regulation 856/1984, OJ1984, L90/10, Preamble.（14 頁）。 



















                                                                                                                                                     
に関するイニシアティブを乳業者に譲らずに保持しようとしたために A 方式を採用したと
分析される（D. Barthélemy, “Three Successive Trends in Germany”, in Barthélemy and 
David (eds.), supra note 2, p. 19.）。なお、他に制度導入時 Formula A を採用したのは、ベ
ルギー、イタリア、オランダの各国である。 
72 イギリスにおいては、当時 Milk Marketing Board という商業的生乳生産者が強制参加
することが法的に定められた生乳協同販売組織が存在しており、生乳クオータ制度に伴う
課徴金徴収については Formula B が適合的であった（平岡前註 46）139 頁以下参照）。な





ものとする」とされた（Regulation 857/1984, OJ1984, L90/13, Art. 10(1).（25 頁））。 
74 Ibid., Art. 1(1).（20 頁）。 















予定されていた期間限定の政策であった78。それが 3 年間延長され、1992 年まで実施され






















 これと関連して、以上の生乳クオータ移動形態が EC 規則によって法的に定められた方法
であるのに対し、「土地の賃貸借を通じたクオータの継続的譲渡」と呼びうる移動形態が、
                                                   
78 Regulation 856/1984, OJ1984, L90/10, Art. 1(1).（15 頁）。 
79 Regulation 857/1984, OJ1984, L90/13, Art. 7(1).（24 頁）。Regulation 1371/1984, 
OJ1984, L132/11, Art. 5(1). においても同旨の内容が示されている。 
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 ①A が農地＋クオータを B に賃貸する 
 ②A のクオータは B のクオータと一体化 
 ③10 ヶ月間以上賃貸借関係を継続87 
 ④B は賃貸借期間中 A の農地において農業生産を行わない 
 ⑤A の農地が、クオータを不要とする農地となる 
 ⑥B は農地を A に返還する 


















OJ1989, L84/2. により立法的解決が図られた。 
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とで生産者の所得が低く抑えられ、消費者も高い生乳価格を強いられることになったと指
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1987 年には、Regulation 2998/1987, OJ1987, L285/1. によって生乳クオータのリース
が導入された。リース（Leasing）は、経営・土地の移動を伴わないクオータ数量枠の一時




                                                   




政裁判所は附従性の原則との不一致を問題視しているとされる（Gehrke, a. a. O. (Anm. 92), 









あった113。それらの改革を直接に動機づけたのは GATT ウルグアイラウンド、後の WTO
体制による国際的自由貿易化進展といった政治的社会的状況であり、これらにより既存の
政策ツール（特に農業保護的な）の見直し、直接支払い政策の導入、農業環境問題への対









る必要があった。また、従来の Formula A/B の区分はなくなり、課徴金は指標価格の 115％
とされ、制度の 2000 年までの延長が決定された（Art. 1.）。 
                                                   
111 小林「EC 生乳生産調整政策と加盟主要国の農業構造への影響」前註 37）24 頁、
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回避することを企図したものとも指摘される（釘田＝土肥前註 44）54 及び次頁参照）。 
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ランドの酪農―」経済 166 号（2009 年）104 頁以下を参照。 
113 今村奈良臣編著『農政改革の世界史的帰趨』（農山漁村文化協会、1994 年）参照。 

















特に生乳クオータ制度に関しては、Regulation 1256/1999, OJ1999, L160/73. が
Regulation 3950/1992, OJ1992, L405/1. の改正として公布された。この規則において、生
乳クオータ制度の期限が 2000 年 4 月 1 日から 2008 年 3 月 31 日まで延長されることが定
められている（Preamble. and Art. 1(1).）。同規則の主な内容として、生乳クオータの流通









乳クオータを政策的考慮に基づいて再配分する措置が想定された（Art. 1(6).）。  
 
（5）2003 年 CAP 改革と制度変化 
                                                   
116 市田知子「EU の環境支払いとその現状」公庫月報 54 巻 1 号（2006 年）8 頁以下、四
方康行＝皆田潔＝今井辰也「ドイツにおける直接支払いと農業環境政策」広島県立大学紀
要 17 巻 2 号（2006 年）75 頁以下等参照。 
117 モジュレーションとは、加盟各国は直接支払い額を年度ごとに逓減させるが、その削減
分を農村振興政策等に利用するという措置を意味する（Regulation 1259/1999, OJ1999, 
L160/113, Art. 4 and 5.）。このような措置の背景には、「ソファにくつろぐ農業者」を生む
として批判されかねない直接支払いを削減し、農村振興政策等に予算を向けることで CAP
の社会的受容度を高めるというねらいがある（Cardwell, supra note 112, p. 166 and p. 
197ff.）。農村振興政策については、市田知子「EU 農村地域振興の展開と「地域」―ドイツ
の LEADER プログラムを中心に―」歴史と経済 50 巻 3 号（2008 年）23 頁以下等参照。 
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生乳クオータ制度に関しては、Regulation 3950/1992, OJ1992, L405/1. を廃止した上で
の新しい規則として Regulation 1788/2003, OJ2003, L270/123. が公布された。附従性の







と Direct Sales の 2 種類が想定されている（Art. 1(2) and Art. 5.）。課徴金に関しては、生
乳 100kg 当たり 2004 年度は 33.27 ユーロ、2005 年度は 30.91 ユーロ、2006 年度は 28.54
ユーロ、2007 年度は 27.83 ユーロと定められている（Art. 2.）。また、Deliveries の課徴金
については生乳購入者が生産者から徴収した上で政府に支払い、Direct Sales に関しては生
産者が直接政府に支払うこととされている（Art. 11 and 12.）。 
現在の規定である Regulation 1234/2007, OJ2007, L299/1. の内容としては、クオータの




 そして 2008 年にはヘルス･チェック（Health Check）が公表され120、クロス･コンプラ
                                                   
118 礒野喜美子「共通農業政策（CAP）改革の歩み―MTR を中心として―」日本 EU 学会
年報 23 号（2003 年）251 頁以下参照。 
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流･食糧支援基金、2004 年）2 頁以下参照。 
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働協会、2008 年）1 頁以下、同「2008 年 CAP 改革―「ヘルスチェック」の成果と意義―」
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協働協会、2009 年）1 頁以下、古内博行「CAP 改革の健康診断（Health Check）」経済研














 このような生乳クオータの廃止案は、CAP 全体の動向、ひいては EU 全体の動向と無関
係ではない。簡単に言えば、財政難状況下での合理化志向の帰結としての「制度」の破棄、





                                                                                                                                                     
年 11 月 20 日の農相理事会合意に関して―（1）」」経済研究 24 巻 2 号（2009 年）161 頁以
下、（2）24 巻 3＝4 号（2010 年）319 頁以下、平澤明彦「次期 CAP 改革の展望―2004 年・
2007 年加盟国の最終的な統合へ向けた直接支払いの見直し―」農林金融 62 巻 10 号（2009
年）18 頁以下、溝手芳計「CAP「ヘルスチェック」と EU 農政改革の現段階」農業と経済
75 巻 6 号（2009 年）59 頁以下、杉中淳「EU 共通農業政策ヘルスチェックの概要につい






tas/article-170143 （2013 年 9 月 30 日確認））。 
122 和田＝小林前註 44）84 頁参照。 
123 European Commission, Economic Impact of the Abolition of the Milk Quota Regime 
-Regional Analysis of the Milk Production in the EU-, 2009. p.iv and 37. 前間＝小林「酪
農危機打開に向けた欧州委員会の施策」前註 44）90 及び次頁参照。 
124 European Commission, supra note 123, p. ivf.  
125 EU の東方拡大は CAP 予算を逼迫させるとともに、新加盟国の農業構造を大きく変化
させつつある。この点について、弦間正彦「EU への市場統合と農業発展―ポーランドとリ
トアニアの事例研究―」早稲田社会科学総合研究 8 巻 1 号（2007 年）1 頁以下参照。 











































                                                                                                                                                     
目指すものとされる。また、その基本的性格は「規制緩和ないし構造改革、情報通信技術
の発展、生産性の向上、労働市場の柔軟化など、いわゆる、米国流の New Economy 論に
倣っ」たものと特徴づけられる（入稲福智「リスボン戦略」平成国際大学論集 9 号（2005
年）131 頁以下参照）。このリスボン戦略による EU 予算の見直しとして、農業部門から IT
部門への予算比重の移行、農業部門内部における予算重点の保護的措置から市場化政策へ
の移行等への圧力が強まることが指摘されている（勝又前註 112）25 頁）。 
127 L. Mahé「ヨーロッパは 2013 年以後を準備―さらなる CAP 改革への動き―」農林金融


































                                                   
128 Regulation 857/1984, OJ1984, L90/13, Art. 4(1)(a).（22及び次頁）。本条文においては、
この措置の意義が「国家段階、地域段階または集乳区域段階における牛乳生産の構造変化
を推進するため」と説明されている。 





























                                                   








132 同前 132 頁参照。 
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Bundesrepublik Deutschland (Hamburg: P. Parey, 1989); G. A. Wilson and O. J. Wilson, 
German Agriculture in Transition (New York: Palgrave, 2001) 参照。また、1990 年代の
ドイツ農業経営の状況については、葛生政則「20 世紀末のドイツ農業」SGCIME 編『模索
する社会の諸相』（御茶の水書房、2005 年）143 頁以下参照。 
135 Landwirtschaftsgesetz vom 5. September 1955 (BGBl. I S. 565). 合わせてC. Puvogel
（加藤一郎訳）『西ドイツ農業法への道』（農政調査委員会、1962 年）参照。 
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「ヘルマン・プリーベの家族農業経営論―リュプケ農政期の諸論稿を中心に―」農業経済









経済科学論集 31 巻（2005 年）27 頁以下、小林浩二「旧東ドイツにおける農業･農村のゆく
え」岐阜大学教育学部研究報告・人文科学 44 巻 2 号（1996 年）1 頁以下等参照。 
139 Barthélemy and David, supra note 84, p. 8. また、農政の特徴についての時期区分と
して、家族経営擁護からの撤退（1984－1993 年）、効率化･自由化志向による土地から分離
したクオータ流通の活性化（1993－2000 年）と特徴づけられている（Barthélemy, supra 
note 71, p. 19.）。この時期区分が示すドイツ酪農経営合理化の傾向は、経営体数減少のスピ
ード等とも合致する。しかし、フランス等に比べると経営体数減少は遅く、両極分解傾向
は小さいと分析され、その要因はドイツの小経営が安定的耕畜混合経営であるためと分析
される（D. Barthélemy, Jean-Pierre Boinon and P. Wavresky, “The Effects of National 
Implementations on Dairy Farm Structures”, in Barthélemy and David (eds.), supra 
note 2, p. 87f.）。 









Milchgarantiemengen-Verordnung (MGV) vom 25. Mai 1984 (BGBl. I S. 720) によって
行われた。その後 1984 年改正143（附従性の例外としての用益賃借人保護（軽微条項144、最
高量条項145）、Altpacht と Neupacht の区別の発生146）、1990 年改正147（クオータのみの
賃貸借の導入（1990/1991 年度より）148）、1992 年改正149（Altpacht の場合の保護の限定




142 ドイツにおける制度展開の理解については、J. Lukanow and V. Nies, Die 
Milchgarantiemengen-Regelung - Rechtsprechung und Verwaltungspraxis - 
Nichtvermarkter, Kappungsgrenze, Quotenübergang, 3. Aufl., 1990; M. Düsing, 
Milchabgabeverordnung -Ratgeber für Juristen und Landwirte-, 2005; C. Busse, MOG - 
Gesetz zur Durchführung der Gemeinsamen Marktorganisationen und der 
Direktzahlungen, Nomos, 2007, S. 241ff; H. Gehrke, “An Interpretation Favouring 
Landowners in Germany”, in Barthélemy and David (eds.), supra note 2, p. 107ff. 等参
照。 
143 1. Änderungsverordnung zur Milchgarantiemengen-Verordnung vom 27. September 
1984 (BGBl. I S. 1255). 
144 土地の用益賃貸人への返還に際して、所定の面積以下の土地の場合はその土地に附従す
るクオータが移転せず用益賃借人にとどまることを内容とする（Gehrke, a. a. O. (Anm. 92), 
S. 291f.）。なお、この最高量条項が EU 規則で定められたのは 1985 年なので、ドイツでは
それに先駆けて導入されていたことになる。 
145 土地を用益賃借人が用益賃貸人に返還する際に同時に譲渡されるクオータ量に関して、
上限統制がなされていた（§ 7 Abs. 2.）。上限とされたクオータ量は 1989/1990 年までは
5,000 kg/ha だったが、1990/1991-1992 年からは 12,000 kg/ha に緩和され、用益賃貸人に







（Gehrke, a. a. O. (Anm. 92), S. 334.）。 
147 16. Änderungsverordnung zur Milchgarantiemengen-Verordnung vom 3. Juli 1990 
(BGBl. I S. 1334). 
148 Gehrke, a. a. O. (Anm. 92), S. 307ff. 
149 26. Änderungsverordnung zur Milchgarantiemengen-Verordnung vom 21. Dezember 




1993 年改正151は、1992 年の EU 規則での改正を受けたものであるが、土地を伴わない
クオータの継続的譲渡の導入等の重要な内容を含む。土地を伴わないクオータの継続的譲
渡の導入については、まず売買が可能であり、賃貸借については最低 2 年度継続する用益
賃貸に基づかなければならないとされた（§ 14 Abs. 2.）。加えて、クオータの広域に及ぶ移
動を防ぐために、譲渡可能性は地域的に限定された152。また、土地を伴わない譲渡につい
ての合意は書面上締結されなければならず、クオータの土地を伴わない譲渡の有効性につ
いては、許可されたものとみなされる管轄の州役所の証明が必要とされた（§ 7 Abs. 2.）。
他にも、用益賃借人保護としての軽微条項の要件が 5ha から 1ha にされる変更される153と
いった重要な内容を含む改正が同時期に行われた154。 











                                                   
150 Altpacht 契約による用益賃貸人保護は、失効した用益賃貸借契約の場合、生乳生産を継
続しようとする用益賃借者の意思による場合及び異なる合意の欠如の場合のみとなった
（Gehrke, a. a. O. (Anm. 92), S. 325ff.）。 
151 29. Änderungsverordnung zur Milchgarantiemengen-Verordnung vom 24. 
September 1993 (BGBl. I S. 1659).  




を要請した等の事情があるとされる（Barthélemy, supra note 71, p. 21.）。Gehrke は、
Altpacht の処理等に見られる土地とその経済的価値との関連性につき、土地所有者が負担
する税との関連等から、土地と経済的価値との結合性が重視され、地主に有利になるよう
に法改正等がなされた側面があると指摘する（Gehrke, supra note 142, p. 115.）。 
154 27. Verordnug zur Änderung der Milchgarantiemengen-Verordung vom 24. March 
1993 (BGBL. I S. 374); Gehrke, a. a. O. (Anm. 92), S. 292. 
155 この改正によって、各地域のクオータ取引を一元的に管理する役所（クオータ取引所：
Übertrgungsstelle）が設置された。クオータ市場の実態と法制度に関しては、C. Busse, 
Milchquotenbörse und Umsatzsteuer, AUR, Bd. 36, H. 7, 2006, S. 229-239. 
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その後も生乳課徴金令 Milchabgabenverordnug vom 9. August. 2004 (BGBl. I S. 2143)
の制定、生乳クオータ令 Milchquotenverordnung (MQV) vom 4. März 2008 (BGBl. I S. 
359)の制定、同改正156等が行われている。現在の生乳クオータ制度を規定するのは、主に























                                                   
156 1. Verordnung zur Änderung der Milchquotenverordnung vom 21. November 2008 
(BGBl. I S. 2230)., 2. Verordnung zur Änderung der Milchquotenverordnung vom 
12. Februar 2010 (BGBl. I S. 86). 
157 Gehrke, a.a.O. (Anm. 92), S. 259f. 
158 Ebd., S. 311ff.  
159 Barthélemy, supra note 71, p. 30. 
160 C. Busse, Eigentumsgarantie und Agrarmarktrecht unter besonderer 
Berücksichitigung handelbarer Agrarmarktsubventionen, AUR, Bd. 37, H. 8, 2007, S. 
258.  
161 Gehrke, a. a. O. (Anm. 92), S. 258; Gehrke, supra note 142, p. 108. 














文書によって行われなければならない（§ 8 Abs. 1.）。また、生乳クオータの引受人は生乳
生産者でなければならない（§ 8 Abs. 2.）。相続の場合、配偶者間、登録された生活共同者
間、直系の血縁者間における移動の場合は例外となる（§ 8 Abs. 2.）。加えて、あらゆる移
動は公的証明書（移動証明書）を必要とする。この証明書なしでは、引受人はクオータの
所有を有効にできない。移動証明書はクオータ取引所によって発行される（§ 8 Abs. 6.）。 
 
②再移動（§ 9.） 
§ 8 Abs. 2 Satz. 2. の受取人（配偶者等）が生乳生産者ではない場合、受取人は、公的な
移動の決定の公示（§ 8 Abs. 6.）に続く 2 年度が終了するまで、クオータを生乳生産者に移
動しなければならない（§ 9 Abs. 1.）（§ 11 Abs. 1 Satz 1. による移動期日：4 月 1 日、6 月




 ①原則（§ 11.） 
クオータ取引所における手続は 4 月 1 日、6 月 1 日、11 月 2 日に実施される。その際供
給者は生乳クオータを移動し、需要者は引き受ける。移動の総体と引き受けられたクオー




                                                   
163 W. Kleinhanß, D. Manegold, M. Bertelsmeier, E. Deeken, E. Griffhorn, P. Jägersberg, 
F. Offermann, B. Osterburg, und P. Salamon, Phasing out Milk Quotas-Possible Impacts 
on German Agriculture-, 2002. p. 89.  
48 
 
なければならない（§ 11 Abs. 2 und 3.）。クオータは、4％の基準脂肪量に基づいて移動さ
れ、引き受けられる（§ 11 Abs. 5.）。 
②移動の申し出（§ 12.） 
 移動の申し出は、所定の事項と証明を含まなければならない（§ 12 Abs. 1.）。 
③クオータ需要規定（§ 13.） 
クオータ購入者の住所、氏名、購入されるクオータ量等が記載される（§ 13 Abs. 1.）。 
クオータ購入者は生乳の生産、出荷を行っていない場合、管轄の取引所に今後生乳生産、
出荷を行うことについての証明を提出しなければならない（§ 13 Abs. 2.）。 
④規定の提出（§ 14.） 





は西部移動範囲の各ラントのクオータ取引所によって行われる（§ 16Abs. 1 und 3.）。 
⑦均衡価格（Gleichgewichtspreis）の決定（§ 17.） 
 まず需要価格と供給価格の一致から卸売価格（Zwischenpreis）を確定し（§ 17 Abs. 2.）、
卸売価格を一定基準以上超過する取引が除外され（§ 17 Abs. 3.）、その上で残りの取引に基
づいて均衡価格が決定される（§ 17 Abs. 4.）。 
⑧移動の実施（§ 18 und 19.） 
均衡価格において需要量が供給量を超えた場合（需要過剰）、需要過剰は全需要量の均一
的な削減によって調整される（§ 18 Abs. 2.）。州は、場合によっては州留保分のクオータを
需要過剰調整に用いることができる。供給過剰の場合は、供給量の均一的な削減が行われ
る（§ 18 Abs. 3.）。需要者は 14 日以内に対価をクオータ取引所に支払わなければならない
（§ 19 Abs. 5 Satz 2.）。クオータ取引所は需要者からの入金後 14 日以内にその対価を供給
者に支払う（§ 19 Abs. 6 Satz 3.）。 
 
（3）特別移動 





                                                   
164 Busse, a. a. O. (Anm. 155), S. 229f. 
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によって、生前相続として需要者に移動することができる（§ 21 Abs. 1.）。また、クオータ





る（§ 22 Abs. 1.）。経営委託の終了後、クオータは提供者に戻る。クオータの用益賃貸人が、
クオータの用益賃貸借の間経営を第三者に移動した場合、その第三者はクオータに関して








2000 年 4 月 1 日（追加課徴金令の施行日）より前に締結されたクオータについての用益
賃貸借契約は、引き続き妥当し、用益賃貸借契約当事者によって延長、短縮しうる（§ 48 Abs. 
1.）。用益賃貸借契約期間中クオータの経営もしくは土地との結合は存続するが、この結合




しくは一部について有償で引き受けることができる（引受権 Übernahmerecht）（§ 49 Abs. 
1.）。引受権は、用益賃借人によって用益賃貸借終了後の 1 ヶ月以内に書面によって用益賃
貸人に対して主張されなければならない（§ 49 Abs. 2.）。追加課徴金令の施行前に締結され
た用益賃貸借契約が 2000 年 3 月 31 日以後に満了する場合は、相応するクオータが用益賃
貸人に引き渡される。しかしそのときクオータの 33％は州留保分として控除される（§ 48 
Abs. 3.）。 
引き受けたクオータの再移動（§ 50.）に関して、用益賃借人が引受権を行使する際、用








































166 Malak-Rawlikowska, supra note 107 は、他国との比較において 90 年代以降のドイツ
の法制を市場志向型に分類している（p. 4.）。 
167 England, Wales Milk Marketing Board（平岡祥孝訳）「イギリス酪農業におけるクォ

































                                                   
168 C. J. Downs, “EC Agricultural Policy and Land Use-Milk Quotas and the Need for a 
New Approach-”, Land Use Policy, Jul. 1991, p. 208f. 
169 Ibid., p. 209. 
170 Ministry of Agriculture, Fisheries and Food（平岡訳）前註 62）54 頁。 
171 M. Cardwell, “Milk and Livestock Quotas as Property”, Edinburgh Law Review, Vol. 


































                                                   
172 Sydenham, Monnington and Pym, supra note 82, p. 229f. 



























第 2章 生乳クオータ制度廃止をめぐる近年の議論の動向―EU規則 261/2012を中心に― 
 
1. はじめに 
                                                   





る。したがって生乳クオータ制度の導入から 5 年の間に 20％の乳牛が減少したが、このこ
とは生乳クオータ制度単独の直接的帰結ではない（p. 4f.）。また同論文においてはクオータ










 本章の課題は、2012 年に新たに制定された規則 261/2012 を中心に、2015 年での生乳ク
オータ制度廃止後の EU における酪農政策の構想内容を検討することである。 
 生乳クオータ制度は 2015 年での廃止が予定されている。制度廃止を導いた理由、制度維
持が困難となった理由としては、本章で詳述するように多様な要因が考えられるが、主に





















                                                   
177 現在廃止に向かっている生乳クオータ制度に関する最近の研究として、平岡祥孝「近年































                                                   
179 ヘルス・チェックについては、Commission of the European Communities, 
Communication from the Commission to the European Parliament and the 
Council-Preparing for the “Health Check” of the CAP Reform-, 2007. 及び Commission 
of the European Communities, Proposal for a Council Regulation establishing common 
rules for direct support schemes for farmers under the common agricultural policy and 
establishing certain support schemes for farmers, Proposal for a Council Regulation on 
modifications to the common agricultural policy by amending Regulations (EC) No 
320/2006, (EC) No 1234/2007, (EC) No 3/2008 and (EC) No […]/2008, Proposal for a 
Council Regulation amending Regulation (EC) No 1698/2005 on support for rural 
development by the European Agricultural Fund for Rural Development (EAFRD), 
Proposal for a Council Regulation amending Decision 2006/144/EC on the Community 
strategic guidelines for rural development (programming period 2007 to 2013), 2008. を
参照（4 つの Proposal は合わせて一つの文書となっている）。前者が最初に欧州委員会によ
り公表された改革構想であり、後者が前者に関する一定の議論を経た後に提出された具体
的な規則改正案である。 
180 杉中前註 120）67 頁。 
181 溝手前註 120）62 頁。 
182 古内「CAP 改革の健康診断（Health Check）」前註 120）700 頁。 
183 Council of the European Union, Communication from the Commission “Preparing 
for the “Health Check” of the CAP Reform” -Adoption of Council Conclusions-, 2008, p. 5. 
翻訳については、是永「2008 年 CAP 改革」前註 120）7 頁を参考にした。 


































                                                   
185 直接支払い政策に対する国民合意形成の必要と現状については、飯國芳明「国民合意に
基づく制度設計のための論点整理」農業経済研究 82 巻 4 号（2011 年）245 頁以下及び石
井圭一「EU からみた直接支払制度のあり方」同 270 頁以下等参照。 
186 Commission of the European Communities (2007), supra note 179, p. 8.   

























＊LTO, LTO International Comparison of Producer Prices for Milk 2011, 2011. から作成 
 
                                                   
188 Council of the European Union, supra note 183, p. 5, 是永「CAP ヘルスチェックを中
心に」前註 120）7 頁参照。 
189 漸増率等ソフト・ランディングの具体的内容決定に至るまでの議論に関しては、和田＝





























































































（表 2）EU 全体での生乳供給量実績（出荷クオータ分）と生乳クオータ超過状況 













表 1 及び 2 に基づくと、まず 2006 年度から 2009 年度にかけて、乳価の著しい変動があ
ったことがわかる。一方で生乳クオータの使用状況については、EU 全体として生乳クオー
タ量を使い切らない又はわずかな超過にとどまる状況が継続しており190、その状況は乳価






オランダ、オーストリアの 8 カ国、2005/06 年度は、チェコ、ドイツ、スペイン、イタリア、
キプロス、ルクセンブルグ、オーストリア、ポーランド、ポルトガルの 9 カ国、2006/07
年度は、デンマーク、ドイツ、イタリア、キプロス、ルクセンブルグ、オランダ、オース
トリアの 7 カ国、2007/08 年度は、ドイツ、アイルランド、イタリア、キプロス、ルクセン
ブルグ、オランダ、オーストリアの 7 カ国、2008/09 年度は、イタリア、キプロス、ルクセ
ンブルグ、オランダ、オーストリアの 5 カ国、2009/10 年度は、デンマーク、キプロス、オ
ランダの 3 カ国、2010/11 年度は、デンマーク、キプロス、ルクセンブルグ、オランダ、オ
 2004/05 年度 2005/06 年度 2006/07 年度 2007/08 年度 
生産者数 631,940 878,920 807,103 1,033,248 
出荷量 (t) 125,252,683 135,134,341 134,925,874 137,404,951 
生乳クオータ量 (t) 125,937,181 135,661,315 136,845,141 139,626,315 
超過量 (t) 1,068,413 1,148,916 774,726 1,217,164 
課徴金額 (1000 EUR) +355,461 +355,130 +221,107 +338,737 
超過率 (%) +0.8 +0.8 +0.6 +0.9 
 2008/09 年度 2009/10 年度 2010/11 年度 
生産者数 934,881 838,725 712,292 
出荷量 (t) 137,603,380 134,768,288 137,984,579 
生乳クオータ量 (t) 142,986,778 144,779,907 146,076,614 
超過量 (t) -5,383,397 -10,011,619 -8,092,035 
課徴金額 (1000 EUR) +96,974 +18,841 +54,988 






























                                                                                                                                                     
ーストリアの 5 カ国である。2008/09 年度まではイタリアの超過量が特に目立っていたが、
課徴金額の減少とともに、EU 全体としての超過もなくなっていった。 
191 European Commission, Report from the European Commission to the European 
Parliament and the Council –Evolution of the Market Situation and the Consequent 
Conditions for Smoothly Phasing Out the Milk Quota System–, 2010, p. 5f. 
192 清水池義治「国際乳製品市場の動向と日本への影響」出村克彦＝中谷朋昭編著『日豪
FTA 交渉と北海道酪農への影響』（デーリィマン社、2009 年）43 及び次頁参照。 
193 長谷川敦「乳製品の国際相場高騰と需給事情―乳製品貿易の脆弱性と鍵を握る国々の動
向―」畜産の情報海外編 220 号（2008 年）46 頁以下参照。 






























                                                                                                                                                     
Phasing Out Milk Quotas in the EU –Main Report– (The University of Manchester, 
2002), p. 17.  
195 Committee of the Regions 90th Plenary Session 11and 12 May 2011, Draft Opinion of 
the Committee of the Regions on the Milk Package, 2011, p. 4.  
196 European Commission, supra note 191, p. 4f. 
197 清水池前註 192）38 頁以下参照。 
198 2003 年の CAP 改革時の生乳クオータ制度改正に際しても、このような世界市場の動向
を加味した改革のあり方が議論されたとされる（M. Zoeteweij-Turhan, The Role of 
Producer Organizations on the Dairy Market, (Baden-Baden: Nomos, 2012), p. 199.）。 
































                                                   
200 Colman, et al.（農林水産政策情報センター訳）前註 45）109 頁。 
201 European Commission, Proposal for a Regulation of the European Parliament and of 
the Council amending Council Regulation (EC) No 1234/2007 as Regards Contractual 
Relations in the Milk and Milk Products Sector, 2010, p. 2. 
202 D. Gloy, “Milchwirtschaft ohne Milchquote –Wie sieht sie aus?– ”, in L. Theuvsen 
und C. Schaper (Hrsg. ), Milchwirtschaft ohne Quote–Märkte und Strategien im 

































                                                   
203 D. Colman, “Exclusive Summary”, in Colman (eds.), supra note 194, p. 11. 
204 金森久雄＝荒憲治郎＝森口親司編『有斐閣経済辞典第 4 版』（有斐閣、2002 年）1299
頁。 
205 片山博文『自由市場とコモンズ―環境財政論序説―』（時潮社、2008 年）第 7 章参照。
他にハル・R・ヴァリアン（佐藤隆三監訳）『入門ミクロ経済学（原著第 7 版）』（勁草書房、



















 まず現行の規則は、規則 1788/2003 である208。本規則第 1 条において、2004 年度以降
11 期間（年度）にわたって生乳クオータ制度が適用されることが述べられている。しかし
本規則においては、2007 年度までしか各国生乳クオータ量の具体的数値について示されて
いなかった。続いて規則 1788/2003 の部分改正法である規則 1234/2007 において、2008
年度以後の各国生乳クオータ量の具体的数値が決定された209。そして 2008 年に先述のヘル
ス・チェック規則改正案が提出され、2009 年度から 2013 年度にかけて毎年生乳クオータ
量を 1%ずつ増加させる（イタリアのみ 2009 年度に一度に 5%分増加させる）というソフ
ト・ランディング策が提起された210。このソフト・ランディングを反映するために、規則
1234/2007 の部分改正法として規則 72/2009 が制定された211。そして、規則 1234/2007 の
更なる部分改正案として 2010 年に提出されたのが「ミルク・パッケージ」であり212、最終
                                                   
206 制度導入後、平均飼養頭数の増加率がイタリア以外の国々において緩やかになったと指
摘される(A. Bailey, “Dynamic Effects of Quota Removal on Dairy Sector Productivity 
and Dairy Farm Employment”, in Colman (eds.), supra note 194, p. 91f. )。 
207 Colman, supra note 194, p. 4f. 
208 Regulation 1788/2003, OJ2003, L270/123. 
209 Regulation 1234/2007. OJ2007, L299/1, Art. 66. 
210 Commission of the European Communities (2008), supra note 179. 
211 Regulation 72/2009, OJ2009, L30/1. ヘルス・チェックに基づきソフト・ランディング
を実施するため、同規則第 4 条 38 項に基づき、各国の生乳クオータ量を定めた規則
1234/2007 付表 9 が変更された。 
212 European Commission, supra note 201. 
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どのような措置が最も妥当かを分析したレポートは、①2009 年度から 2014 年度まで毎年












                                                   
213 Regulation 261/2012, OJ2012, L94/38. 
214 なお、European Commission, Economic Impact of the Abolition of the Milk Quota 
Regime -Regional Analysis of the Milk Production in the EU-, 2009. においては、EU 全
体として 2020 年において 4.4%の生乳生産量増、10%の生乳価格減が予測された（p. IV.）。 
215 Institut d'Économie Industrielle, Economic Analysis of the Effects of the Expiry of 
the EU Milk Quota System, 2008. 
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（表 3）EU27 カ国における生乳価格推移に関するシナリオ毎の差異 
＊Institut d'Économie Industrielle, Economic Analysis of the Effects of the Expiry of the 





































4. ミルク・パッケージ及び規則 261/2012 の内容 
  
 先述の通り、2010 年のミルク・パッケージの提起を経て、2012 年に生乳市場管理に関す




（1）ミルク・パッケージ及び規則 261/2012 の内容 
 2(3)において指摘したように、生乳クオータ制度廃止後の EU 酪農政策の基本的方向性は、
国際的乳製品需要拡大を背景とした酪農部門の市場経済への適合とそれに基づいた市場の
安定化である。これまでは生乳クオータ制度が、一定の需給調整機能と乳価維持機能を果
                                                   
216 A. Burrell, Current Issues Regarding Arrangements for the EU Dairy Sector 
–Contribution to the Session on 8 December 2009 of the High Level Group on Milk 
Convened to Discuss the Mid-Term and Long-Term Arrangements for the EU Dairy 
Sector–, 2009 
(http://ec.europa.eu/agriculture/markets/milk/hlg/acadbl12_burrell_doc_en.pdf), p. 10. 








現実的な施策について、ミルク・パッケージは、 “contractual relations”、“bargaining 






















                                                   
218 European Commission, supra note 201, p. 2. 
219 Ibid., p. 3. 
220 C. Wocken und A. Spiller, “Gestaltung von Milchlieferverträgen–Strategien für die 
Molkereiwirtschaft nach Auslaufen der Quote–”, in Theuvsen und Schaper (Hrsg.), a. a. 
O. (Anm. 202), S. 122.   































契約関係化については、規則 261/2012 第 1 条 7 項によって、規則 1234/2007 に新たに
挿入されることとなった同規則第 185(f)条においてその内容が示されている。第 185(f)条は
                                                                                                                                                     
向かったとされる（永松美希『EU の有機アグリフードシステム』（日本経済評論社、2004
年）49 頁参照）。 
222 本稿第 4 章参照。 
223 MDC (Milk Development Council), Raw Milk Contracts & Relations –The Need for 
Change–, 2005, p. 4f. 
224 Wocken und Spiller, a. a. O. (Anm. 220) は、ミルク・パッケージ以前からドイツ国内
において行われてきた生産者・出荷組合―加工業者間の契約締結活動に注目し、生乳クオ
ータ制度廃止後の環境変化が契約関係の重要性を高めるものとの問題意識から、従来の契
約内容と今後の変化について検討を加えている (S. 115-119.)。 





























第 3 項 
第 1 項の免除として、生乳が生産者から生産者が構成員となっている協同組合に出荷さ
れる場合の契約及び／又は契約の申込みは、その協同組合の定款又は定款に基づく規定や


































おいては、以前から存在するものであったとされる（Wocken und Spiller, a. a. O. (Anm. 
220), S. 117f. 個々の生産者の第一の出荷先として出荷組合がある場合、この出荷組合が民
間の加工業者（Privatmolkereien）と価格交渉を行う。また、出荷組合が組合的加工業者
（genossenschaftliche Molkereien）として自ら加工業に従事する場合もある）。 
227 いち早く法的契約関係化を提起していたイギリス牛乳開発会議（MDC (Milk 
Development Council)）は、契約内容において抑えるべきポイントとして、「明確な価格」、
「量」、「正確さ」、「契約対象毎の差異」、「適切さ」、「パートナーシップ」、「現実性」、「リ
スクに対する報酬」の 8 つを挙げる（MDC, supra note 223, p. 1. ）。 
228 V. Requillart, High Level Expert Group on Milk. Brussels. 8 December 2009. , 2009 
(http://ec.europa.eu/agriculture/markets/milk/hlg/acadbl12_requillart_doc_en.pdf), p. 2.  
229 MDC, supra note 223, p. 18. 
230 L. Theuvsen, High Level Expert Group on Milk, 2009 
(http://ec.europa.eu/agriculture/markets/milk/hlg/acadbl12_theuvsen_doc_en.pdf), p. 1. 
MDC も契約に盛り込まれるべき項目は絶対的、硬直的なものではあり得ず、いかに生産を


















なるからである。本来カルテルを禁止する競争法規定（EU 運営条約第 101 条）は、同時に
農業分野に対して例外を認めている（EU 運営条約第 42 条、規則 1184/2006 第 2 条233）。







                                                   
231 Burrell, supra note 216, p. 2.  
232 European Commission, supra note 201, p. 3. 
233 Regulation 1184/2006, OJ2006, L214/7, Art. 2. 





1421/1978（Regulation 1421/1978, OJ1978, L171/12. ）及び 1422/1978（Regulation 




経緯については、平岡前註 46）156 頁以下参照。 
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交渉力強化を意図する生産者の組織化については、規則 261/2012 第 1 条 3 項によって、





















第 3 項 
 国内法に基づいて 2012 年 4 月 2 日以前に承認されており、本条第 1 項における諸条件を
充足する生産者組織に関して、加盟国は第 122 条 1 項(a)-(ⅲa)に基づく生産者組織として
決定することができる。 
 国内法に基づいて 2012 年 4 月 2 日以前に承認されているが、本条第 1 項に規定された諸
条件を充足しない生産者組織については、2012 年 10 月 3 日までは国内法に基づく活動を
継続することができる。 
 
（第 4 項以下略） 
 






  (ⅱ)オリーブオイル及びテーブル・オリーブ部門 

















第 1 項 
 第 122 条に基づいて承認された生乳及び乳製品部門における生産者組織は、構成員であ
る農業者の代表として、生産者の共同生産物(joint production)の一部又は全てに関して、
第 185(f)条 1 項 2 段の意味内容の範囲において、農業者から生乳加工業者又は生乳収集業
者への生乳出荷に関する契約についての交渉を行うことができる。 
 





 (ⅰ)交渉の対象となる生乳量が、共同体の生産量の 3.5%を超過しないこと及び、 
   (ⅱ)特定の加盟国において生産される生乳に関して、交渉対象となる生乳量が、当該加盟 
国の総生産量の 33%を超過しないこと及び 


































                                                   
235 E. サダン（嘉田良平訳）「世界各国の牛乳・乳製品マーケティング・ボード」シドニー・
フース編著（桜井倬治＝藤谷築次＝嘉田良平共訳）『農産物マーケティング・ボード―世界
各国の経験―』（筑波書房、1982 年）136 頁参照。 
236 同前 161 頁参照。 
237 同前 161 頁。 













 業種間組織に関しては、規則 261/2012 第 1 条 3 項によって、規則 1234/2007 に新たに
挿入されることとなった同規則第 123 条 4 項及び第 126(b)条においてその内容が示されて
いる。これらの条文は次のように述べている。 
 



















                                                   
239 European Commission, supra note 201, p. 3. 
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  (ⅵ)生産を、市場がより必要とし、消費者の嗜好及び期待により適合するものとなるよう 
な生産物に近づけるために、特に品質及び環境保護に関して必要な情報を提供し、調 
査を実施すること 




  (ⅷ)他の投与物についての運用を改善し、食の安全及び動物の福祉を向上させつつ、動物 
薬の使用規制の方策を探索すること 








第 1 項 
 加盟国は、以下のような条件を充足する生乳及び乳製品部門における業種間組織を承認
することができる。 
(a)第 123 条 4 項に規定された諸条件を充足すること 
(b)当該領域内の 1 地域以上において活動すること 




第 2 項 
 加盟国は、国内法に基づいて 2012 年 4 月 2 日以前に承認されていて、第 1 項に規定され
た諸条件を充足する業種間組織について、第 123 条 4 項に基づく業種間組織として承認さ
れたものとみなしうると決定することができる。 
 




































 以上ミルク・パッケージ及び新規則において言及された 4 つの要素について、それぞれ
に対応する改正法の内容を参照しつつ、検討してきた。ここで、全体を振り返りつつ、4 つ
                                                   
240 Ibid., p. 3. 
241 High Level Group on Milk, Report of the High Level Group on Milk final version 15 




































                                                   
242 Burrell, supra note 216, p. 2.   




































                                                   
244 European Commission, supra note 201, p.8. 




























                                                   
246 栗本昭「ヨーロッパの協同組合制度の動向」増田佳昭編『大転換期の総合 JA―多様性
の時代における制度的課題と戦略―』（家の光協会、2011 年）141 頁。  
247 オンノフランク・ファン・ベックム他（小楠湊監訳・農林中金総合研究所海外農協研究
会訳）『EU の農協―21 世紀への展望―』（家の光協会、2000 年）21 及び次頁。 
248 田中秀樹「脱協同組合化と生協の再構築―新しい生協像の模索―」クォータリーat2 号
































                                                                                                                                                     
中秀樹『地域づくりと協同組合運動―食と農を協同でつなぐ―』（大月書店、2008 年）26
頁及び次頁、382 頁参照）。協同組合の将来展望に関しては、田中久義『市場主義時代を切
り拓く総合農協の経営戦略』（家の光協会、2007 年）第 2 章及び第 5 章も参照。EU におけ
る酪農協の動向に関しては、村田武「EU における乳業と酪農協の国際戦略」日本農業市場
学会編集『農産物貿易とアグリビジネス』（筑波書房、1996 年）53 頁以下、小田志保「EU
の乳製品市場の国際化とドイツ酪農協の対応」農林金融 66 巻 4 号（2013 年）284 頁以下
等も参照。 
250 Zoeteweij-Turhan, supra note 198, p. 123.  
251 L. Feng and G. Hendrikse, “On the Nature of a Cooperative -A System of Attributes 
Perspectives –”, in G. Hendrikse, M. Tuunanen, J. Windsperger and G. Cliquet (eds.), 
Strategy and Governance of Networks -Cooperatives, Franchising, and Strategic 
Alliances-, (Heidelberg : Physica-Verlag, 2008), p. 17. 
252 セーフティ・ネット的手法は、ヘルス・チェックにおいてだけでなく、酪農政策改革に
関するハイ・レベル・グループ報告書においても、一定の評価を獲得している(High Level 







第 3 章 生乳クオータの法的性質に関する議論（1）―ドイツにおける生乳クオータの差押
可能性を巡る議論― 
 






















                                                   





255 本稿第 1 章参照。 



































                                                   
257 R. H. Nelson, “Private Rights to Government Actions -How Modern Property Rights 
Evolve-”, University of Illinois Law Review, Vol. 1986, No. 2, 1986, p. 380. 


































                                                   
259 近藤康男編集代表『農産物過剰―国独資体制を支えるもの―（日本農業年報 19）』（御茶
の水書房、1970 年）、梶井功編著『農産物過剰―その構造と需給調整の課題―』（明文書房、



































261 F. Schnekenburger, Zur Pfändbarkeit und zur Insolvenzzugehörigkeit der 
Milchreferenzmenge, AUR, Bd. 33, H. 5, 2003, S. 133ff. 
262 ドイツ民事訴訟法の条文の翻訳については、法務大臣官房司法法制部編『ドイツ民事訴
訟法典―2011 年 12 月 22 日現在―』（法曹会、2012 年）を中心に、法務大臣官房司法法制
調査部編『ドイツ強制執行法』（法曹会、1976 年）及び神戸大学外国法研究会編『現代外国
























                                                   





と考えられている（Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 137.）。なお、我が国の民事執
行法の規定は、「主として自己の労力により農業を営む者の農業に欠くことができない器具、
肥料、労役の用に供する家畜及びその飼料並びに次の収穫まで農業を続行するために欠く






多様化とその統一（その 3）有体動産の差押禁止について（2）」NBL153 号（1978 年）16
頁）。さらに、我が国の場合、国税徴収法 75 条 3 項においても農業に関する差押禁止財産
についての規定が見られる。国税徴収法及び民事執行法における差押禁止財産の総合的考





















1 項及び BGB1120 条において、以下のように言及されている。 













                                                   
265 D. Eickmann, in: Münchener Kommentar zur Zivilprozessordnung, 4. Aufl., Bd. 2, 
2012, § 864, Rn. 18ff. 
266 Ebd., § 864, Rn. 11. 





























                                                                                                                                                     
なるものであることは明らかである。 
268 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 134; Regulation 3950/1992, OJ1992, L405/1, 
Art. 7(1). 
269 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 133f. 
270 Ebd., S. 134. 
271 京都議定書に基づく国別登録簿の在り方に関する検討会「京都議定書に基づく国別登録
簿制度を法制化する際の法的論点の検討について」（2006 年）参照。なお、我が国民事執行
法 122 条 1 項は、「裏書の禁止されている有価証券以外の有価証券」を動産に含むと規定す
る。 
272 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 134. 
273 金子＝新堂＝平井編前註 91）435 頁。 


































                                                   
275 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 134. 
276 W. Brehm, in: Stein/Jonas, Kommentar zur Zivilprozessordnung, 22. Aufl., Bd. 6, 
2004, § 857, Rn. 7. 
277 K. Stöber, in: Zöller, Zivilprozessordnung, 25. Aufl., 2005, § 857, Rn. 2. 
































                                                   
279 W. Zimmermann, Zivilprozessordnung, 9. Aufl., 2011, § 857, Rn. 5f; S. Smid, in: 
Münchener Kommentar zur Zivilprozessordnung, 4. Aufl., Bd. 2, 2012, § 857, Rn. 7ff; 
Brehm, a. a. O. (Anm. 276), § 857, Rn. 7ff; W. Lüke, in Wieczorek/Schütze, 
Zivilprozessordnung und Nebengesetze, 3. Aufl., 1999, § 857, Rn. 9ff. 
280 Ebd. 



























                                                   
282 Smid, a. a. O. (Anm. 279), § 857, Rn. 9. 
283 宮脇幸彦『強制執行法（各論）』（有斐閣、1978 年）207 頁。 
284 BGH, Urt. V. 26. 4. 1991, V ZR 53/90; BGHZ 114, 277; NJW 1991, 3280. なお、この
判例については、後に詳述する。 
285 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 134. 
286 BHF, Urt. V. 13. 3. 1990. VII R 47/88; BFHE 162, 156; Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 
261), S. 134. 





で売買されるようになった以上、ZPO857 条 1 項の適用は免れないとされる（Düsing, a. a. 












②公権（subjektives öffentliches Recht） 















                                                   
289 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 134f. ここでシュネケンブルガーが言及した
判例は、4 章（2）において扱う。 
290 Ebd., S. 135. 
291 山田前註 133）610 頁。 
292 金子＝新堂＝平井編前註 91）343 頁。 
293 小早川光郎『行政法上』（弘文堂、1999 年）159 頁。 
294 田中二郎『新版行政法全訂第二版』（弘文堂、1974 年）84 頁。 
295 H. Maurer, Allgemeines Verwaltungsrecht, 18. Aufl., 2011, S. 173. 





















                                                   
298 美濃部達吉『公法と私法』（日本評論社、1935 年）118 頁。公権の譲渡可能性に関する
我が国の議論としては、原龍之助「公権と私権―判例を中心として―」民商法雑誌 39 巻 4・
5・6 号（1959 年）897 頁以下、原龍之助＝亀田健二「公権の特質―公権の移転性―」法学
セミナー249 号（1976 年）58 頁以下、田中二郎「債権の差押禁止とその理由」国家学会雑
誌 52 巻 1 号（1938 年）59 頁以下等を参照した。 










政法の理論」公法研究 30 号（1968 年）129 頁参照）。なお、補助金の法的性質に関するド
イツの諸学説に関しては、石井昇『行政契約の理論と手続』（弘文堂、1987 年）参照。 
300 公法的な権利は一般に差押えられないとするものもあるが（Smid, a. a. O. (Anm. 279), 
§ 857, Rn. 8.）、公務員の給与債権を例として（ZPO850 条 2 項）、公法的な権利でも財産性
があるものは差押可能性があるとするものが多い（Brehm, a. a. O. (Anm. 276), § 857, Rn. 
8; Lüke, a. a. O. (Anm. 279), § 857, Rn. 11.）。 







































                                                   
303 Smid, a. a. O. (Anm. 279), § 857, Rn. 17. 
304 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 135; Brehm, a. a. O. (Anm.276), § 857, Rn. 7. 































                                                   
306 Milchquotenverordnung (MQV) vom 4. März 2008 (BGBl. I S. 359), § 8 Abs. 1. 
307 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 135. 
308 我が国の立法例として、農地法 3 条等に基づく諸規制が挙げられる。 
309 原前註 299）123 及び次頁。 


































                                                   
312 Lüke, a. a. O. (Anm. 279), § 857, Rn. 13; Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 135. 




314 Milchquotenverordnung (MQV) vom 4. März 2008 (BGBl. I S. 359), § 8 Abs. 1. 
315 Ebd., § 15. ドイツにおいては、生乳クオータの取引による流通可能領域が法的に制限さ
れていた。当初は 21 に分化されていた領域は、生乳クオータ市場の設置等を経て 2 つにま
で統合された。 
316 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 136. 
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「第 1 項による強制執行の取消しの要件が存在することが顕著である場合には、差押え 
を行わないものとする。」 
 






                                                   
317 Brehm, a. a. O. (Anm. 276), § 857, Rn. 7. 
318 Düsing, a. a. O. (Anm. 142), S. 104f. 
319 Stöber, a. a. O. (Anm. 277), § 851a, Rn. 4. ここで言う債権に該当するものとして、EU
穀物価格調整に基づく補償支払いが、該当しないものとして地代収入及び農業者の銀行預
金が挙げられる（Smid, a. a. O. (Anm. 279), § 851a, Rn. 3.）。 




















クオータが利用される酪農は、ZPO 811条 1項 4号における「農業」に該当することから324、
生乳クオータ＝「農業経営に必要な農具及び家畜」という類推解釈が導出され得るとする。









                                                   
321 Ebd., S. 137. 
322 Ebd., S. 136; Stöber, a. a. O. (Anm. 277), § 811, Rn. 1. 
323 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 137. 
324 U. Gruber, in: Münchener Kommentar zur Zivilprozessordnung, 4. Aufl., Bd. 2, 2012, 
§ 811, Rn. 30f.  







・InsO36 条 1 項（差押不可物である物）： 
「強制執行が許されない目的物は、倒産財団に属しない」 
・InsO36 条 2 項： 
「ただし、以下のものは、倒産財団に属する」 
・InsO36 条 2 項 2 号： 
「民事訴訟法 811 条 1 項 4 号及び 9 号により強制執行が許されない物」 
 
すなわち、原則として強制執行が許されない目的物は、倒産財団に属しないが、ZPO 811



















                                                   
328 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 137. 
329 なお、日本法においては、旧破産法は農業に欠くことができない器具等（民事執行法 131
条 4 号）等の差押禁止動産の一部は、破産手続の開始によって事業が存続できなくなるこ
とから自由財産とする意味がないとして破産財団に帰属するとしていた（旧破産法 6 条 3
項）。しかし、このような扱いは他の職業に就いている者の業務に欠くことができない器具
等が自由財産であること（民事執行法 131 条 6 号）との均衡を欠くことから、新破産法に
おいては自由財産とすること（新破産法 34 条 3 項 2 号）とされたと説明される（竹下守夫



































                                                   
330 国内排出量取引制度の法的課題に関する検討会「国内排出量取引制度の法的課題につい
て（第二次中間報告）」（2010 年）28 頁。 











被告は、A の農業経営「S 農場」の強制管理人（Zwangsverwalter）である。1987 年 3
月 30 日の書面の契約によって、被告は畜産及び酪農を営む原告に対して農場を賃貸するこ
ととなった。賃貸物には、生乳割当量（Milchkontingent）333315,700kgが帰属した。 
 1987 年 3 月 31 日に、原告は M 農業相談所（landwirtschaftliche Beratungsstelle）に
対して、生乳保証量令（Milch-Garantiemengen-Verordnung (MGV)）第 9 条 2 項に基づ
き農場所有者に対して賃貸される農場に割り当てられた生乳割当量の移動に関する証明書
を申請した。被告は土地の譲渡を行う経営責任者として、この申請に対して署名した。 
 1987 年 5 月 8 日の弁護士書状（Anwaltsschreiben）によって、原告は被告に対して 1987
年 5 月 15 日までに契約に従って経営可能な状態で農場を譲渡するよう求めた。そのように
しなければ、損害賠償請求権が主張されることになるとされた。農場は、後に新賃借人に
譲渡された。 













                                                   



































                                                   
335 BGB 第 541 条は、「使用賃借人が第三者の権利により賃借物の約定の使用を全部又は一
部奪われた時は、第 537 条、第 538 条、第 539 条第 1 文及び第 540 条を準用する」として、
第三者の権利が既に存在する場合又は契約以前の時期に遡る理由に基づいて後に発生した
場合には、賃借人は損害賠償を請求することができると定める。 















人（第三者）の権利というものは存在しないのであるから、BGB 第 541 条の適用対象外で
あり、BGB 第 541 条に基づく損害賠償請求はできないと論じたのである。上告審では、以
上の二点に基づき、損害賠償請求を契約不履行に対する損害賠償に変更した。争点に対す







































る。原告及び呼び出しを受けた者は、被告（州）が生乳保証量令第 9 条 2 項 1 号 3 番に基
づく基準数量（生乳クオータ）の移動に関連する証明書の発行に際して、ドイツ連邦共和
国の利益のために基準数量の 20％を控除（Abzug）したことに対して、異議を主張した。 
 呼び出しを受けた者は、元々その農業経営を契約上 1984 年 9 月 1 日から 1994 年 10 月
31日まで農業者Sに賃貸していた。1985年5月21日に、被告はこの前賃借人（Vorpächter）
に対して、基準数量（1985 年 3 月 25 日の酪農証明書（Molkereibescheinigung）によると
91500kg）が全て呼び出しを受けた者から前賃借人に譲渡されたことを証明する証明書を発
行した。被告は、1985 年 9 月 25 日の拘束力を備えた通告によって、呼び出しを受けた者
によってなされた異議を拒絶した。 
 1986 年 9 月 24 日の書状によって、呼び出しを受けた者は契約違反を理由として農業者 S
                                                   
337 以下本章において言及する判決の他に、LG Aurich, Rpfleger 1997, 268; LG 






338 Schnekenburger, a. a. O. (Anm. 261), S. 133. 





 1986 年 10 月 28 日に、呼び出しを受けた者及び原告は、先だって「1986 年 9 月 24 日の
即時の解約告知によって予定より早く終了した」用益賃貸借関係に基づいて、遡及的にあ
らゆる権利義務に関係することとなったということについて、書面において同意した。 
 1986 年 11 月 10 日に、原告は、賃借された経営に存在する 91500kg の基準数量は 1986
年 10 月 28 日の賃貸借契約に基づいて原告に譲渡されるということを証明する証明書を被
告に対して申請した。これは追加的用益賃貸借（Zupacht）に関わる問題であった。原告は
1986 年 9 月 25 日からは新しい経営を経営した。 
 被告の照会によって、呼び出しを受けた者に対して、前賃借人との用益賃貸借契約は解
約告知によって法的に有効に解消されたということが知らされた。前賃借人は、解約告知
に対して異議を述べなかった。それに基づき、被告は原告に対して 1987 年 3 月 23 日に、
73200kgの基準数量が 1986 年 9 月 25 日から有効に原告に譲渡されているということを証







・他の経営体の所有者による追加的用益賃貸借の際に、1985 年 9 月 11 日の生乳保証量令










                                                   
340 小作地の追加賃借に対して用いられる概念である。農政調査委員会（田山輝明＝中村光
弘翻訳・解説）『平成 8 年度新農政推進等調査研究事業報告書―新農政推進調査研究事業、

































                                                   
341 BVerwGE 92, S. 325. 
342 Ebd. 
343 Ebd., S. 325f. 
344 ハンス・D・ヤラス（山内惟介訳）「EU 法における基本権―財産権の保護を中心として
―」ハンス・D・ヤラス（松原光宏編）『現代ドイツ・ヨーロッパ基本権論―ヤラス教授日

































                                                                                                                                                     
控除によって留保分として政策的に再配分できる生乳クオータを確保することであったと
される。留保分に回った生乳クオータは、新規参入者等生乳クオータの初期配分を受ける
ことができなかった者等に配分されることになる（BVerwGE 92, S. 328.）。 
346 C. Busse, Zur Frage der Pfändbarkeit von Milchquoten und der Rechtsnatur der 
Milchquotenübertragung, AUR, Bd. 36, H. 5, 2006, S. 153ff. 
347 関連して、資本・労働投下を伴わず無料で割当されるものであること、政策内容変動の



























債務者は、民事訴訟法 91 条 a1 項 2 号に基づく決定の期間中に、本案完結の宣言に異議を
                                                   




































後者の説を採用するのだが、その理由として、以下の 4 点が挙げられた。 










                                                   




































                                                   















































農地の借地期間は 1983 年 1 月 31 日で終了し、地主が賃貸借の更新を拒絶した後 1985 年





857/1984 第 4 条 1 項 a354に基づくものであった。しかし地主はこれに承諾せず、したがっ
てドイツ連邦食料・林業庁は Wachauf 氏の離農補償申請を却下した。その却下理由は、
Wachauf 氏が賃借していた農地が離農補償の対象となる“holding”（Betrieb、経営）に該当








 本件について、欧州司法裁判所における付託事項は次の 2 点であった。 
 
付託事項第一問題：生乳生産のためにもっぱら使用可能な乳牛も諸設備（ミルキングパ
ーラー等）も有しない農業生産単位は、規則 857/1984 第 12(d)条が意味する「経営」と言
えるか？ 
                                                   
352 Hubert Wachauf v. Bundesamt für Ernährung und Forstwirtschaft (Case 5/1988) 
[1989] ECR 2609. 
353 Gesetz über die Gewährung einer Vergütung für die Aufgabe der Milcherzeugerung 
für den Markt vom 17. Juli 1984 (BGBl. I S. 1023). 
354 第 1 項において「国家段階、地域段階又は集乳区段階における牛乳生産の構造変化を推








産を引き渡すことは、規則 1371/1984 第 5 条 3 項 が意味する「同等の法的効果」に該当す
るものと言えるか？ 
 























第 5 条 1 項は、「経営全体が売買、賃貸借又は相続される場合には、それに対応する基準数
量は全て経営を継承する生産者に移動される」として附従性の原則を示した上で、同第 5
条 3 項において、「1 項及び 2 項は、多様な国内法において、生産者に関する限りで同等の
                                                   
355 Case 5/1988, p. 2636. 
356 Ibid., p. 2636f. 




第 5 条 3 項 の「同等の法的効果を有するその他の移動」という文言は、あらゆる農業生産
単位の引渡しを包括すると解釈されるべきか否か、つまり附従性の原則をどの程度厳格に
捉えるべきなのかという点が問題となった。判決は、まず規則 857/1984 第 7 条 1 項「売買、
賃貸借又は相続による酪農経営の移動の場合には、それに対応する基準量の全部又は一部







意味内容としていると判断した358。規則 1371/1984 は、この規則 857/1984 の法内容につ
いてより具体的に規定した規則であるが、判決は、賃貸借の終了時における経営の引渡し
は、規則が規定するように生産単位の帰属の変更を伴っていることから、規則 1371/1984










                                                   
358 Ibid., p. 2637f. 







































                                                   
360 Internationale Handelsgesellschaft v. Einfuhr- und Vorratsstelle für Getreide und 
Futtermittel (Case 11/1970) [1970] ECR 1125.  
361 Erich Stauder v. Stadt Ulm (Case 29/1969) [1970] ECR 419. 
362 大藤紀子「EC 法秩序における基本権保護」中村民雄＝須網隆夫編著『EU 法基本判例
集[第 2 版]』（日本評論社、2010 年）131 頁以下及び田村悦一「EC 裁判所における基本権
の保障」日本 EC 学会年報 5 号（1985 年）23 頁以下等参照。 
363 Case 5/1988, p. 2639.  
364 Ibid., p. 2640. 庄司克宏「EC 裁判所における基本権（人権）保護の展開」国際法外交
雑誌 92 巻 3 号（1993 年）44 及び次頁における翻訳を一部修正して引用した（以下同様）。 
365 庄司同前 45 頁。 
366 Re The Küchenhof Farm (Case I/2 - E 62/1985), Verwaltungsgericht Frankfurt/Main 
































『アクセス外国法』（東京大学出版会、2004 年）224 頁参照。） 
368 このことは、「経営」と「生産者」（producer）については法的に定義が存在するが（「生





369 Case 5/1988, p. 2626f. 
370 Verwaltungsgericht Frankfurt/Main, Vorlagebeschluß vom 17/12/1987 (I/2 - E 
62/1985). 

























ようとする立論を行った。この立論の背景には、規則 857/1984 第 7 条 4 項に基づく加盟国
の裁量による補償措置は、加盟国の任意のものである以上実行されない可能性があり、不
十分であるという論告官の判断があると考えられる376。 
                                                   
372 Ibid., p. 2627f. 
373 Ibid., p. 2628. 
374 Ibid., p. 2628ff. 
375 Ibid., p. 2629. 庄司前註 364）45 頁。 
376 この意見と同旨の見解として、Cardwell, supra note 57, p. 115. Cardwell はさらに本











（2）女王対農業・漁業・食料省（Dennis Clifford Bostock の申立による）377 
 本件は、借地農であった Bostock 氏が生産活動を行っていた農地に対して借地期間中に
配分された生乳クオータが、借地期間終了後に農地とともに地主に移動してしまったため
に、同氏がイギリス農業・漁業・食料省に対して補償を求めた事件である。Bostock 氏は
1962 年から借地農として農地を賃借しており、当初 40 頭の乳牛と飼育関連資材を有し、
その後借地期間を通じて資本投下を行い生乳の生産性を向上させた。生乳クオータ制度導
入に際して同氏は、借地に対して生乳クオータ配分を受け、生乳クオータ制度下において
も引き続き生乳生産に従事した。1985 年 5 月 25 日に借地期間は終了し、規則 1371/1984
第 5 条 3 項に基づき、生乳クオータは土地ともに地主に移動した。この移動に際して、規
則 857/1984 第 4 条 1 項 a に基づく国内法である 1985 年生乳（生産中止）命令378に規定さ
れた離農補償が適用されることはなかった。しかしその後、国内法に基づく補償措置とし
て、1986 年農業法379に基づき 1986 年 9 月 25 日から適用される同法附則が、地主から借地
農への補償について規定していた。そこで Bostock 氏は 1990 年 5 月にイギリス農業省に対








付託事項第一問題：規則 804/1968、規則 857/1984 規則及び共同体法の一般原則は、1984
年 4 月（生乳クオータ制度が開始された時）から 1986 年 9 月（1986 年農業法上の補償措
置が適用開始された時）の間の期間に関して、1986 年 9 月以後に 1986 年農業法に基づい
てイギリスにおいて行われているのと同種の措置を採用する義務を加盟国に対して課して
いると解釈しうるか？ 




                                                   
377 R. v. Ministry of Agriculture, Fisheries and Food, ex parte Dennis Clifford Bostock 
(Case 2/1992) [1994] ECR I-955. 
378 Milk (Cessation of Production) (Northern Ireland) Order 1985 (S. I. 1985 No. 958). 




（ⅳ）規則 857/1984 第 7 条 4 項（規則 590/1985380による修正後）の対象外となる場合（附 
   従性の原則の例外措置に該当しない場合：筆者注）及び当該加盟国が賃貸借を終了 
する借地農に基準数量の一部又は全てについて処分を委ねることについての権限を 
行使しなかった場合 


























                                                   
380 Regulation 590/1985, OJ1985, L68/1. 
381 Case 2/1992, p. 981f. 
382 Ibid., p. 983. 






平等原則に関しては、Bostock 氏は、イギリス国内法の内容のせいで借地期間が 1986 年


















として 1979 年 10 月まで毎年およそ 500,000kg の生乳を生産していた。しかし 1979 年 10
月以後規則 1078/1977390に基づく農業発展・構造改善基金（生乳生産停止計画）に参加し、
1979 年 10 月 1日から 1984 年 9 月 30 日までの 5年間生乳及び酪農産物を出荷しないこと
となった。その補償に当たる出荷停止プレミアムとして、同氏は 193,418 オランダギルダ
ー（HFL）を受け取った。 
 停止計画終了後 1984 年 5 月 28 日に同氏はオランダの所管官庁に 726,000kg（雌牛 132
頭×5,500kg）相当の生乳クオータ配分を申請した。しかしこの申請はオランダ農水省によ
                                                   
384 Case 2/1992, p. 984. 
385 Ibid., p. 984. 
386 Ibid., p. 984f. 
387 Ibid., p. 985. 
388 Ibid., p. 986f. 
389 J. Mulder v. Minister van Landbouw en Visserij (Case 120/1986) [1988] ECR 2321. 




































                                                   
391 Case 120/1986, p. 2351. 





















（2）von Deetzen 対オルデンブルク中央税関397 
 この事件も、Mulder 事件と同様に、ドイツの農業者が生乳クオータ制度の実施に伴って
被ることになった損失に対して補償を求めたために提起された事件であった。 
von Deetzen 氏は、規則 1078/1977 に基づき、1984 年の生乳クオータ制度導入以前の過
剰対策であった生乳出荷停止計画に参加していた。この計画の内容は、生乳の過剰対策と
して一定期間生産・出荷を停止する代わりに、その経営上の損失分を別途補償するという






                                                   
393 Ibid., p. 2352. 
394 Ibid., p. 2352. 
395 Ibid., p. 2353. 
396 SLOM とは、オランダ語で生乳出荷停止・乳牛転換計画を意味する“slacht en 
omschakelen”の省略語である。 
397 Case 44/1989. 
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857/1984 第 3(a)条 2 項に基づき、出荷停止計画前の 12 ヶ月間において生産者が出荷・販
売した生乳量の 60％相当分を特別基準数量として配分することとされた。この特別基準数
量については移動の制限が課せられており、規則 857/1984 第 3(a)条 4 項において、制度開






 先決的判決として、欧州司法裁判所が判断をした論点は次の 3 点である。 
 
付託事項第一問題：規則 764/1989によって修正された規則 857/1984及び規則 1033/1989





て追加された規則 857/1984 第 3(a)条 4 項第 2 段は妥当か？ 
付託事項第三問題：第二問題が是として、 




                                                   
398 Regulation 764/1989, OJ1989, L84/2. 




（b）「同種の移動によって」（by similar transaction）という文言は、規則 1033/1989 に





























                                                   
400 Karl Spagl v. Hauptzollamt Rosenheim (Case 189/1989) [1990] ECR I-4539., Josef 
Pastätter v. Hauptzollamt Bad Reichenhall (Case 217/1989) [1990] ECR I-4585. 
401 Case 44/1989, p. 5153. 
402 Ibid., p. 5154. 


































                                                   
404 Ibid., p. 5155. 
405 Ibid., p. 5156. 
406 Ibid., p. 5156f. 
































量を反映したものと考えれば妥当であり、また規則 857/1984 第 3(a)条は、将来的な生乳生
産まで完全に制限しているのではないということからもこの措置の正当性が説明された412。
                                                   
408 Ibid., p. 5159. 
409 Ibid., p. 5159f. 
410 Ibid., p. 5128ff. 
411 Ibid., p. 5128f. 
























 Hierl 氏は、ドイツの生乳生産者であり、およそ 10.8ha の農地を経営していた。同氏は
当初生乳クオータ制度に基づいて 17,000kg 分の生乳クオータの配分を受けていたが、規則
1335/1986 に基づき416、1987 年に 510kg が徴収された。さらに翌年には規則 775/1987 に
基づき417、当初の配分量の 5.5%に当たる 935kg の生乳クオータが徴収された。 






                                                   
413 Ibid., p. 5130f. 
414 Ibid., p. 5131. 
415 Josef Hierl v. Hauptzollamt Regensburg (Case C-311/1990) [1992] ECR I-2061. 
416 Regulation1335/1986, OJ1986, L119/19. 
417 Regulation775/1987, OJ1987, L78/5. 
128 
 
も関わらず区別無しに同率の数量削減が適用されていることから、規則 775/1987 第 1 条 1
項の冒頭の 3 段落は、EEC 条約第 39 条及び平等原則に反し無効ではないか？ 






























                                                   
418 Case 311/1990, p. 2080. 






























                                                   
420 Ibid., p. 2081. 
421 Ibid., p. 2083. 
422 例えば、ジェラルド・ホーガン（浦田賢治＝江島晶子共訳）「ヨーロッパ共同体におけ
る基本的権利の保護」比較法学 29 巻 2 号（1996 年）125 頁以下、福王守「「法の一般原則」
と国内法の衝突に関する一考察―EU における基本権保障をめぐって―」敬和学園大学研究
紀要 10 号（2001 年）171 頁以下、 F. G. Jacobs, “Wachauf and the Protection of 
Fundamental Rights in EC Law,” in M. P. Maduro and L. Azoulai (eds.), The Past and 
Future of EU Law-The Classics of EU Law Revisited on the 50th Anniversary of the 


































次に Mulder 事件及び von Deetzen 事件に関して、これらにおいて論じられたのは、生
乳クオータ制度導入後まもなく複数の制度の関連上不可避的に生じた課題に対する対処の
問題であった。この SLOM クオータ問題に対する欧州委員会の見解や判決の中では、生乳
                                                   



































                                                   


























第 5 章 生乳クオータ取引の必然性と取引に内在する矛盾 
 
                                                   
425 なお、本件と類似の事件であった The Irish Farmers Association and Others v. 
Minister for Agriculture, Food and Forestry, Ireland and the Attorney General (Case 













































                                                   




























                                                   
427 以上中村竜哉『法と経済学 企業組織論に係る分析手法の研究―財産権、取引コスト、
エージェンシー・コスト、コースの定理の関連性―』（白桃書房、2010 年）412 及び次頁 
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 図 1 において、生乳クオータ制度が存在しない場合の総生乳生産量を Q とすると、生産







 生乳クオータ制度の実施によって供給曲線が SS から SS＊にシフトすることは、生産者余
剰が領域 A 及び領域 B の分だけ減少することを意味する。このうち、A は取引量が均衡取
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この時、生乳クオータ価格は Pq となり、取引された生乳クオータの総価格は QTQ＊・Pq=







































                                                   










































その効力を生じない」（地球温暖化対策の推進に関する法律第 35 条 1 項）と定められてい
るが、これは一般の物権変動と同様に当事者間の合意を効力発生要件とし、口座への記録
を対抗要件として構成すると、二重譲渡が発生する余地が生じるためであるとされる464。
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第 2 章においては、生乳クオータ制度は 2015 年度で廃止が予定されていることから、そ
の要因はどのような点にあるのか、また、廃止後の酪農経済政策はどのように構想されて
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